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資料４

認定こども園の設備・運営基準の改正について

１ 条例の名称 「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部を改正する条例」

２ 公 布 日 平成２６年１０月２１日

３ 施 行 日 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成２４
年法律第６６号）の施行の日
※幼保連携型認定こども園以外の認定こども園に関する改正規定のうち、人員配置基準については、５年間
の経過措置あり

４ 基準の改正の概要
別紙のとおり

５ パブリックコメントの結果
（１）募 集 期 間 平成２６年７月１６日（水）～８月１４日（木）
（２）意見提出者数 １０名
（３）意見提出件数 １１件

・ 条例の規定内容に関する意見 ４件
・ 県の施策等に関する意見 ７件
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別 紙

認定こども園法施行条例の一部改正に係る
認定こども園設備・運営基準の改正概要について

１ 本県の独自基準
現行の条例で規定している認定こども園の設備･運営基準のうち、独自基準（現行の国の参酌基準と異なる内容の基準）は、次のとおり。
これらの独自基準は、国の基準の改正後も、引き続き県の基準において規定することにより、認定こども園の現行水準の維持を図る。

独自基準 国の基準

子育て支援 国の基準に加え、２以上の事業を、週３日以上実 地域における教育及び保育に対する需要に照らし当該
事業 施すること。 地域において実施することが必要と認められるものを、
※（参考） 保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うも
参照 のとすること。

自己評価・ 教育･保育及び子育て支援事業の状況等の運営状 教育・保育及び子育て支援事業の状況等の運営状況に
外部評価 況について、自己評価及び外部評価等において子ど ついて自己評価を行い、その結果を公表するものとする

もの視点に立った評価を行い、その結果の公表等を こと。
通じて教育及び保育の質の向上を図ること。
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２ 保育所設備･運営基準のうち、認定こども園設備･運営基準に引き継ぐ基準
「児童福祉法」第４５条第１項の規定及び「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）」に

基づき、「児童福祉法施行条例（平成１２年徳島県条例第１９号）」で定めている保育所の設備･運営基準のうち、認定こども園
の設備･運営基準に引き継ぐことにより、幼保連携型認定こども園に適用させる主な基準は次のとおり。

区 分 基準の概要

非常災害 ・避難訓練及び消火訓練を月１回以上実施すること。
・避難計画は施設の立地環境を考慮するとともに、定期的に関係者に周知するよう努めること。

食育の推進 ・食育に関する計画の立案及び指導・助言を担当する職員の配置に努めること。

健康の保持増進 ・健康に関する情報の収集、整理及び活用を担当する職員の配置に努めること。

地域との交流 ・施設の運営に支障のない範囲内で、地域との交流を図るために当該施設の一部を使用すること
ができる。

乳児室及びほふく室に関 ・１つの部屋において乳児室及びほふく室の運営を行う場合には、これらを適切な方法で区画し、
する基準 乳幼児の安全に配慮すること。

保育環境の向上 ・保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、保育時間の延長その他の適切な方法により
保育環境の向上に努めること。

環境を大切にする心の育 ・乳幼児が自然と触れ合う機会を設けるとともに環境を大切にする心の育成に努めること。
成等

保護者への援助における ・保護者に対して助言･援助等を行う場合には、個室等個人情報に配慮した適切な環境で行うよう
個人情報保護への配慮 努めること。

地域への子育て支援 ・地域住民に対し、教育･保育に関する情報を広く提供することにより、地域における子育て支援
の拠点としての役割を果たすよう努めること。



- 4 -

３ 幼保連携型認定こども園に関する国の設備･運営基準の概要
幼保連携型認定こども園に関する基準として国が制定した基準は次のとおり。県の基準は、１、２の基準を除き、これに従うものとする。

項 目 新 基 準 （国） 現 行 基 準 （国）

学級の編成に関 （従うべき基準） （参酌基準）
する基準 ※現行どおり ・満３歳以上の園児について学級を編制

・１学級の園児数は３５人以下を原則、同年齢の園児によ
る編制を原則

職員に 教 育 ･ （従うべき基準） （参酌基準）
関する 保育従 ・各学級ごとに担任する専任の保育教諭等を１人以上 ・各学級ごとに担任する専任の職員を１人以上必置
基準 事者の 必置

配置数 ・教育・保育の直接従事職員の配置 ・教育・保育の直接従事職員の配置
０歳児 ※現行どおり ０歳児 概ね３人につき １人
１・２歳児 ※現行どおり １・２歳児 概ね ６人につき１人
３歳児 概ね２０人につき１人 ３歳児（短時間利用児） 概ね３５人につき１人

３歳児（長時間利用児） 概ね２０人につき１人
４歳以上児 概ね３０人につき１人 ４歳以上児（短時間利用児）概ね３５人につき１人

４歳以上児（長時間利用児）概ね３０人につき１人
ただし常時２人以上 ただし常時２人以上

教 育 ･ （法律規定事項） （参酌基準）
保育従 ・保育教諭（幼稚園教諭免許及び保育士資格を有す ・３歳未満児の保育従事者：保育士資格を有する者
事者の る者） ・３歳以上児の保育従事者：幼稚園教諭免許及び保育士
資格 ※経過措置あり 資格の併有者が望ましいが、併有者をおけない場合は

いずれか一方の取得者で可。
ただし、

①学級担任：幼稚園免許取得者
②長時間利用児の保育従事者：保育士資格取得者

調理員 （従うべき基準） （児童福祉施設最低基準規定事項）
・調理員を必置（調理業務の全部を委託する場合は ・調理員を必置
不要）
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項 目 新 基 準 （国） 現 行 基 準 （国）
職員に 園長の （法施行規則規定事項） （参酌基準）
関する 資格 ・教諭免許及び保育士資格を有し、かつ、５年以上の ・教育、保育、子育て支援を提供する機能を総合的に発
基準 教育職又は児童福祉事業従事経験がある者 揮させるよう管理・運営を行う能力を有する者

・上記の者と同等の資質を有すると設置者が認める
者

設備に 園 舎 ・ （従うべき基準） （幼稚園設置基準･児童福祉施設最低基準規定事項）
関する 園庭の ※現行どおり ・園舎・園庭を必置
基準 設置 （幼稚園設置基準規定事項）

・園舎は２階建以下を原則
・保育室等は１階に設置を原則

（従うべき基準） （参酌基準）
・園舎・園庭は、同一敷地内・隣接地に設置を原則 ・建物及び附属設備は、同一敷地内又は隣接地に設置

することが望ましいが、設置できない場合は次の要件
を満たせば可

①教育･保育の適切な提供
②移動時の安全確保

園 舎 ･ （従うべき基準） （参酌基準、幼稚園設置基準･児童福祉施設最低基準規
園庭の ※現行どおり 定事項）
面積 ・園舎面積は、幼稚園基準と保育所基準（満３歳未満児

に係る部分に限る）を合算
・園庭面積は、満３歳以上児に係る幼稚園基準と保育所
基準のいずれか大きい方の面積と満２歳児に係る保育
所基準による面積を合算した面積以上、

・各居室（乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室）の面積
は、保育所基準による面積以上

保育室 （従うべき基準） （参酌基準、児童福祉施設最低基準規定事項）
等 ※現行どおり ・保育室、遊戯室を必置（２歳未満児を保育する場合は乳

児室、ほふく室も必置）
（参酌基準、幼稚園設置基準規定事項）
・職員室、保健室を必置
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項 目 新 基 準 （国） 現 行 基 準 （国）
設備に 保育室 （従うべき基準） （参酌基準、児童福祉施設最低基準規定事項）
関する 等 ・自園調理の対象となる園児数が２０人未満の場合 ・自園調理の対象となる園児がいる場合は、調理室必
基準 は、調理室を備えなくても可。ただし、必要な調理設 置。

備を備えること。
（参酌基準） （幼稚園設置基準規定事項）
※現行どおり ・放送聴取設備、映写設備、水遊び場、園児清浄用設

備、図書室、会議室の設置を努力義務
避難用 （従うべき基準） （児童福祉施設最低基準規定事項）
･ 防 火 ※現行どおり ・保育室を２階以上に設ける場合の避難用・防火設備（耐
用設備 火建築物、２以上の避難設備等）
園具等 （参酌基準） （幼稚園設置基準規定事項）

※現行どおり ・必要な種類及び数の園具･教具を備えること
運営に 教育時 （従うべき基準） （参酌基準、幼稚園教育要領規定事項）
関する 間 ※現行どおり ・教育・保育の期間及び時間については、教育週数３９週
基準 以上

・教育時間４時間
保育時 （参酌基準） （児童福祉施設最低基準規定事項）
間 ※現行どおり ・保育時間（教育時間を含む）８時間
食事 （従うべき基準） （参酌基準、児童福祉施設最低基準規定事項）

※現行どおり ・保育を必要とする園児に対し、自園調理による食事提供
を行う義務（３歳以上児について保育所基準による要
件を満たす場合は外部搬入も可）

評価 （法・法施行規則規定事項） （参酌基準）
・自己評価の実施･公表は必須 ・自己評価の実施・公表は努力義務
・保護者等の関係者による評価の実施･公表を努力義
務として新たに規定

子育て （参酌基準） （法規定事項、参酌基準）
支援事 ※現行どおり ・地域において必要とされるものを実施
業
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項 目 新 基 準 （国） 現 行 基 準 （国）
運営に その他 （従うべき基準） （児童福祉施設最低基準規定事項）
関する ※現行どおり ・差別的取扱いの禁止
基準 ・虐待等の禁止

・懲戒権限の濫用禁止
・秘密保持の義務

（参酌基準） （児童福祉施設最低基準規定事項）
※現行どおり ・人格の尊重

・職員の資質向上・研修機会の確保
・苦情への対応
・家庭との連絡・連携 等

その他 既存施 （従うべき基準） ※現行基準には参酌基準として、移行特例の規定がある
の基準 設から ・既存の幼稚園又は保育所から幼保連携型認定こど が、幼保連携型の場合は、幼稚園認可及び保育所認可

の移行 も園に移行する場合における園舎・保育室等・園庭 を受けるにあたり幼稚園基準・保育所基準の両方を満た
特例 の面積、保育室等を２階以上に設ける場合の待避 すことになるため、実質的に現行基準による移行特例の

設備等の要件及び代替地の活用（園庭設置）に関 適用を受けることは生じない。
する特例 等

経過措 （従うべき基準）
置 ・みなし認可幼保連携型認定こども園の職員配置に

ついては施行日から５年間、設備については当分
の間、なお従前の例によることができること

・施行日から起算して５年間は、副園長・教頭の教諭
免許状及び保育士資格については、いずれかを有
していれば足りるとすること
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４ 幼保連携型以外の認定こども園に関する国の設備･運営基準の改正概要
幼保連携型以外の認定こども園に関する国の基準について改正された内容は次のとおり。県の基準もこれに合わせた改正を行う。

新 基 準 新 基 準 現 行 基 準 現行基準
（国） （県） （国） （県）

○教育･保育従事者 同左 ○教育･保育従事者 同左
・３歳児 概ね２０人につき１人 ・３歳児（短時間利用児） 概ね３５人につき１人

・３歳児（長時間利用児） 概ね２０人につき１人
・４歳以上児 概ね３０人につき１人 ・４歳以上児（短時間利用児）概ね３５人につき１人
※既認定施設に対する経過措置あり ・４歳以上児（長時間利用児）概ね３０人につき１人

○調理室 同左 ○調理室 同左
自園調理の対象となる園児数が２０人 自園調理の対象となる園児がいる場合は、調理室必

未満の場合は、調理室を備えなくても可。 置
ただし、必要な調理設備を備えること。

（参考）子育て支援事業
子育て支援事業は、次のものをいう（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平

成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第２条）。

①地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題につき、そ
の保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

②地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供
及び助言その他必要な援助を行う事業

③保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定こども園
又はその居宅において保護を行う事業

④地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個人との連
絡及び調整を行う事業

⑤地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業


